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序     文 
 

パプアニューギニア国（以下、「パ」国と記す）では、「総合コミュニティ開発政策（ICD政策）

2007-2011」を策定し、住民参加型のコミュニティ開発の重要性を前面に打ち出すと共に、各州及

び郡に設置される総合行政サービス拠点となる、コミュニティ開発学習センターフォーカルポイ

ントを設置して、コミュニティ開発のノウハウ蓄積や普及の拠点とすることを目指して取り組ん

でいます。 

｢パ」国政府は我が国に対し、ICD政策実施促進のための組織体制強化や、住民参加型コミュニ

ティ開発ノウハウの蓄積と普及を行うための技術協力プロジェクトを要請し、これを受けて、2009

年３月から３年間の予定で「総合コミュニティ開発プロジェクト」を実施しています。本プロジ

ェクトでは、ポートモレスビー首都圏及び東セピック州をパイロットサイトとし、ICD政策に基づ

いた持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材、組織、体制の強化を目指した活動を

展開しています。 

プロジェクト開始から１年半が経過し、プロジェクトの進捗状況、目標の達成見込みを確認す

るとともに、今後の活動の進め方について「パ」国側関係者と協議することを目的として、2010

年８月28日から９月11日まで中間レビュー調査を実施しました。 

本報告書は、同調査団による協議結果及び評価結果を取りまとめたものであり、今後の協力実

施にあたって広く関係者に活用されることを願うものです。 

おわりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係者各位に心より感謝申し上げます。 

 

平成22年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
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中間レビュー結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア（PNG） 案件名：（和）総合コミュニティ開発プロジェクト

（英）Integrated Community Development Project 

分野：行政一般 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部行政機能課 協力金額（評価時点）：約３億円 

先方関係機関：コミュニティ開発省（DFCD）、首都

圏庁（NCDC）、東セピック州政府（ESPA） 

協力期間 2009年３月～2012年３月 

（R/D署名日2008年12月４日）

日本側協力機関： 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開

発プロジェクト」（2005～2008年） 

１－１ 協力の背景と概要 

パプアニューギニア国（以下、「パ」国と記す）では都市部と地方村落部間の経済格差が大き

く、これが地方人口の都市部への流入の主要因である。地方からの移住者の多くは首都周辺に

約70カ所あるセトルメント地域に居住しているが、政府の計画により開発されたセトルメント

は３分の１以下である。セトルメント住民は雇用機会が限られ、不法居住とみなされる地区で

は教育、保健医療などの公的サービスが受けられないなど、経済的・社会的に隔絶された状況

が続いている。また、セトルメント問題の解決の遅れは都市周辺における法秩序問題の要因の

一つともなっている。「パ」国では地域間格差、セトルメント問題、法秩序問題が貧困のサイク

ルを形成し、国全体の経済・社会発展の阻害要因となっている。JICAは技術協力プロジェクト

「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発」の実施をとおして、セトルメント

住民の生活向上を通じた同地域の安定化を目指し、同地域内でのコミュニティ開発を効果的に

実施するための行政の仕組み、制度整備、人材育成を支援し、また住民組織や現地NGO等の能

力開発に貢献してきた。これらJICAの取り組みを受け、2006年11月、同プロジェクトのカウン

ターパート（C/P）機関であるコミュニティ開発省（DFCD）を主管とする「総合コミュニティ

開発政策（ICD政策）2007-2011」が策定された。これは同プロジェクトによって取り組んでき

た住民参加型のコミュニティ開発の重要性を前面に打ち出し、各州及び郡に「コミュニティ学

習開発センター」（CLDC）を設置し、コミュニティ開発のノウハウ蓄積及び普及の拠点とする

ことで、行政、市民団体、NGO、教会等の相互の協力によるコミュニティ開発プログラムの策

定と実施を促進し、市民の生活の質の改善と人間的成長を促すことを目的としている。今般、

同政策の実施促進のためDFCD及び関係機関の組織体制強化、住民参加型コミュニティ開発ノウ

ハウの蓄積と普及等の協力に発展した新規技術協力プロジェクトの要請があった。 

 

１－２ 協力内容 

ICD政策の実施促進のためDFCD及び地方自治体等の組織体制強化、住民参加型コミュニティ

開発ノウハウの蓄積と普及等の協力を行う。 

（１）上位目標 

PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 

 

（２）プロジェクト目標 

ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材、組織、体制が

強化される。 
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（３）成果 

成果１：ICD政策実施のための組織・仕組みが強化される。 

成果２：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのDFCDの能力が向上

する。 

成果３：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのCLDC F/P及びコ

ミュニティ・グループの能力が向上する。 

成果４：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのNCDC、東セピッ

ク州政府の能力が向上する。 

成果５：持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善される。 

成果６：プロジェクトの支援を受けたCLDC F/Pの経験が、ICD政策のロールアウト・プ

ロセスで活用される。 

 

（４）投入（中間レビュー時点） 

１）日本側 

・短期専門家派遣 ８名 

・研修員受入れ ５名 

・機材供与 約966,000円 

２）「パ」国側 

・C/P配置 約37名、及び補助スタッフ 

・事務所スペース 

・プロジェクト運営費、その他 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括 武田 長久 JICA国際協力専門員 

協力企画 天池 麻由美 JICA公共政策部行政機能課 

評価分析 昌谷 泉 株式会社グローバル･グループ21ジャパン 

調査期間 2010年８月28日～2010年９月11日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標 

現段階では一部の指標が入手できていないが、現時点でのプロジェクト目標達成度を総

合的に検討すると、人材は着実に強化されているものの、東セピック州の活動予算不足に

みられる資金面での脆弱性が懸念される。ただし、指標以外の調査結果として、組織とし

てのキャパシティ開発の進展と、プロジェクト実施体制とICD政策展開体制の改善をみるこ

とができ、今後プロジェクト目標の達成度は加速的に向上するものと期待できる。 

 

（２）成果 

プロジェクト活動は全般的に、計画に比べて大幅な遅延なく実施されている。 

１）成果１ 

CLDC F/Pを通じた事業の実施管理・モニタリングに責任をもつのは３つの「プロジェ

クト合同実施委員会（JIC）」である。JIC-HQとJIC-POMは毎週１回、ほぼ定期的に会合

を開催しているが、JIC-ESについては、会合の開催状況が報告されていない。 

２）成果２ 

JICが、プロジェクト対象地域におけるCLDCの活動を、CLDC F/Pコーディネーターを

通じてモニタリングする制度になっているが、活動の数は記録されていない。 
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３）成果３ 

研修ワークショップは度々開催され、JICメンバー、F/Pコーディネーター他が参加し、

その能力を高めた。より広範囲のステークホルダーを動員するのは今後の課題である。

４）成果４ 

NCDCとESPAは、CLDC F/Pコーディネーターと共に、プロジェクトの中でワークショ

ップやセミナーを通じて研修（技術的支援）を受けている段階である。NCDCのプロジェ

クト活動予算は増加傾向にあるが、ESPAによる予算は確保されていない。 

５）成果５ 

プロジェクト内では、パイロット活動の経験に基づくICD政策実施ガイドライン、及び

女性銀行プログラムのガイドラインを制作中であり、このほかにもDFCDがコミュニティ

開発にかかわる多数のマニュアルやガイドラインを既に作成している。 

６）成果６ 

成果５の２種の制作中ガイドラインのほか、2010年３月にニューズレターの第１号が

発行された。 

 

３－２ ５項目評価結果 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

・本プロジェクトは、PNG政府が初めて策定したコミュニティ開発国家政策であるICD政策

を直接支援するものである。2009年に発表された長期開発計画「PNG Vision 2050」にお

いては“spiritual, cultural and community development”を重点戦略七本柱の一つとしており、

同計画前半期の開発計画「PNG Development Strategic Plan 2010-2030」においても、コミ

ュニティ開発は重要視されている。 

・本プロジェクトの直接的な被益者はコミュニティ開発にかかわる各レベル（中央、州、

郡、コミュニティ）のPNGスタッフである。ICD政策の実施のためにはPNGスタッフのキ

ャパシティ強化は必須の条件であり、本プロジェクトに対するニーズは高い。また、プ

ロジェクトの一部として実施されるパイロット活動は、住民ニーズサーベイを実施する

ことにより慎重に設計、計画されており、対象地区コミュニティのニーズに合致したも

のといえる。 

・我が国の2009年の対「パ」国援助重点分野は、①持続的経済開発、②社会サービスの向

上、③貧困削減、④気候変動対応の４分野である。本プロジェクトの目的であるコミュ

ニティ開発は明示されていないが、このうち社会サービスの向上や貧困削減の分野に貢

献すると考えられる。また、コミュニティ開発自体を援助重点分野とする方向での検討

もされている。 

・本プロジェクトに先立ち実施されたJICA技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地

域における総合コミュニティ開発」（2005～2008年）は「パ」国側から高い評価を得た。

同プロジェクトではコミュニティ開発人材が育成され、コミュニティホール等の施設が

建設されており、これらのリソースは本プロジェクトでも十分に活用されている。また、

本プロジェクトでは参加型開発手法やエンジニアリング等、日本が得意とする開発手法

が駆使されており、日本の優位性を生かした協力であるといえる。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性はある程度高いレベルにあると判断される。 

・人材開発、組織強化は進展しており、また、質問票調査、インタビュー調査の対象とな

った「パ」国側C/Pスタッフ、日本側専門家の多くは、引き続きコミュニティ開発人材が

プロジェクト活動を通じて新しい知識・技術を身に付けていけば、期待どおりにプロジ
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ェクト目標達成は可能との見通しをもっている。 

・有効性向上に特に貢献した要因としては①PNG側C/Pスタッフと日本側専門家との関係が

非常に良好であること、②プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショ

ップをはじめとする各種セミナー、研修ワークショップの実施がC/Pスタッフ及び他のコ

ミュニティ開発関係者の能力向上を導いている、③JICの再編成により、３つのJICの役割

と責任がより明確になったことなどが挙げられる。 

・「パ」国側プロジェクト関係者内部にみられるコミュニケーション不足は、有効性の阻害

要因になりかねない。 

 

（３）効率性 

投入と成果のバランスから判断すると、プロジェクトの効率性は良好である。 

・日本側専門家は短期滞在ベースで「パ」国への訪問を繰り返す「シャトル型派遣」であ

り、専門家不在期間中はC/Pスタッフが専門家に課せられた「宿題」をこなす、というス

タイルをとっている。このスタイルは、長期派遣専門家が常駐して技術移転を行う従来

形式に比べ、概してC/Pスタッフの責任感を増し、ひいてはオーナーシップの向上につな

がるという意味で効率的であると思われる。専門家の能力、経験、技術移転方法に関し

ては、C/Pスタッフのほとんどが高い満足度を示している。 

・C/Pスタッフの能力と配置については、プロジェクト活動実施上、ほぼ適切であるといえ

る。東セピック州のスタッフ数は当初不足していたが、実働スタッフを「事務局」とし

て加えることによりプロジェクト活動を円滑に進めている。 

・本邦研修に参加したC/Pスタッフの満足度は高く、研修で得た成果はすでに各JICでの計

画作成やNGOフォーラムの開催などに活用されている。他方、日本側の予算制約により、

2010年度は本邦研修は実施されず、第三国（フィリピン）での研修のみとなった。 

・プロジェクトは依然、すべての成果が目に見える形で十分に出ているという段階にはな

いが、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載された各プロジェクト活

動の多くは大きな遅滞なく実施されている。 

 

（４）インパクト 

上位目標については、現段階では指標からの達成見込みを判断するのは困難であるが、

C/Pスタッフの多くは、プロジェクトの対象地域で実施されたコミュニティ開発活動がICD

政策の下で全国的に拡がっていくことを確信している。その他に、以下のプラスのインパ

クトがあった。 

・プロジェクト下でPCM研修を受けたESPAのC/Pスタッフが、コミュニティ開発以外の自

身の担当分野のプロジェクトにおいてもその手法を適用し活動計画（PO）を策定するに

至った。 

・前プロジェクトにおいて、パイロット活動として実施された大工、ケータリングの技能

研修を受けたポートモレスビーのセトルメント住民のうち、数名が外部で職を得ること

ができた。本プロジェクトでも前プロジェクトの継続支援を実施しており、また、新た

なパイロット活動も実施されることから、同様な効果を今回も期待できる。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性は、全体的には確保されると期待できるが、懸念材料もある。 

１）政策面 

ICD政策は「パ」国政府の重要政策の一つである。プロジェクト終了後に同政策方針が

転換され、コミュニティ開発の諸活動が縮小されるとは考えられない。 
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２）制度・組織面 

持続的なコミュニティ開発を推進するための制度・組織強化は、本プロジェクトが直

接目指すところである。プロジェクト目標を達成できれば、コミュニティ開発活動を促

進、持続させるメカニズムが構築されることになる。 

３）技術面 

コミュニティ開発人材の強化については、研修を受けたC/Pスタッフは着実にその能力

を向上させており、ICD政策に基づくコミュニティ開発を実施していくための技術面での

持続性確保に寄与している。特に前プロジェクトに参加しているNCDCスタッフは、特に

自らの能力向上を強く認識している。プロジェクト終了後に、プロジェクトで強化され

た人材の知識・技能を他のコミュニティ開発関係者に伝播、普及させていく体制の構築

は持続性確保のための必須条件であるが、その体制構築こそがプロジェクトの目的であ

る。 

４）財政面 

DFCD及びNCDCの本プロジェクトに対する予算は、十分ではないとはいえ増加してい

る。一方、ESPAにおいては本プロジェクトへの予算が全く確保されていない状態である。

これらプロジェクト予算の傾向、ICD政策の重要性、「パ」国の近年の経済情勢等を総合

的に判断すると、プロジェクト終了後に、プロジェクトでの実施活動をはじめとするコ

ミュニティ開発政策の実行予算が急激に削減されることは考えにくい。ただし、東セピ

ック州でのプロジェクト活動資金の状況は、持続発展性確保を脅かす不安要素となって

いる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

・2010年５月にJIC-POMをDFCDのJIC-HQとNCDCのJIC-POMに分割し、東セピック州のJIC-ES

の３つの組織体制に変更し、プロジェクトにおけるそれぞれの役割と機能、責任が明確に

なった。 

・PCMワークショップを始めとする各種セミナー、研修ワークショップの実施がC/Pスタッフ

及び他のコミュニティ開発関係者の能力向上を導いている。 

・「パ」国側C/Pスタッフと日本側専門家との関係が非常に良好である。 

・「パ」国側C/Pスタッフのプロジェクト活動への意識と意欲は向上しつつある。 

・パイロット活動サイトのパティコ村住民は、プロジェクトに極めて積極的に参加する態度

を示している。CLDC F/Pコーディネーターの努力が寄与するところが大きい。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・東セピック州における活動の資金が不足している。 

・JIC-HQとJIC-ESの間に、コミュニケーション不足や誤解が生じている。現在のところプロ

ジェクト全体に大きな影響を及ぼしてはいないものの、改善しなければ今後の円滑なプロ

ジェクト活動の阻害要因になり得る。 

 

３－５ 結論 

・プロジェクト活動の多くは大きな遅滞なく実施されている。 

・成果及びプロジェクト目標の達成状況については、プロジェクト活動実施及びICD政策展開

のための体制強化と人材開発は進んでおり、今後のプロジェクト目標達成度は加速度的に

向上するものと総合的に判断される。 

・プロジェクトの実施プロセスについては、「パ」国側C/P内部での連絡不足等による問題が

生じているものの、全体的にはおおむね適切、円滑に推移している。 

・評価５項目の観点からは、プロジェクトの「妥当性」は極めて高く、特に「パ」国側の政
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策に完全に整合し、被益者のニーズにも十分に合致している。 

・「有効性」、「効率性」に関しては良好なパフォーマンスを示している。 

・これまでにプロジェクト実施によるプラスの「インパクト」は観察されているが、マイナ

ス影響は特に出ていない。 

・「自立発展性」については、プロジェクト終了後もプロジェクトの活動や効果が継続、拡大

されていく見込みは高いが、財務面に多少の不安があることは否めない。 

 

３－６ 提言 

・ DFCDによるICD展開戦略の策定と展開プロセスにかかわる組織的な調整部署の設置。 

・ JIC-HQとLearning and Environment Branch（ICD政策展開戦略の担当部局）との連携・調整の

強化、その部局の主要な責任者のJIC-HQへの任命。 

・ JIC-POMの役割の増加と責任分担の明確化に伴うNCDCの組織体制、調整機能の強化。 

・ 東セピック州でのICD政策の啓発ワークショップの確実な開催（2010年10月予定） 

・ 東セピック州パティコ村のCLDC F/Pの施設整備の速やかな実施。 

・ CLDC F/Pにおけるコミュニティ開発にかかわるリソース（プログラムや組織、技術人材な

ど）にかかわる情報の蓄積と提供の促進。そのためのDFCD、NCDC、東セピック州からの

情報提供の促進。 

・ CLDC F/Pが機能するための交通費等の活動予算のNCDC、東セピック州による予算の配分

と毎年度の継続的な予算の獲得。 

・ 以上の改善策やプロジェクト実施状況の現状に即してPDMを改訂し、JCCで承認を得る。

・改訂されたPDMの活動、成果、プロジェクト目標と指標に即した進捗状況の報告書作成。
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パプアニューギニア国（以下、「パ」国と記す）では、地方から都市部への人々の移住により形

成されたセトルメントでの経済・社会的な問題が深刻化し、JICAはコミュニティ開発省（DFCD）

と首都圏庁（NCDC）をC/Pとする「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発プロ

ジェクト」を2005年４月から2008年３月に実施した。同プロジェクトでは、セトルメント地域内

でのコミュニティ開発を効果的に実施するための制度整備、行政人材の育成、住民組織や現地NGO

等の能力向上に関する支援を実施した。 

2006年、DFCDは上記プロジェクトでの取り組みも踏まえて、総合コミュニティ開発政策（ICD

政策）2007-2011を策定し、住民参加型のコミュニティ開発の重要性を前面に打ち出すとともに、

各州及び郡にコミュニティ開発学習センター（CLDC）フォーカルポイント（F/P：各郡に設置さ

れる総合行政サービス拠点）を設置してコミュニティ開発のノウハウ蓄積及び普及の拠点とする

ことを目指すこととした。 

｢パ」国政府は我が国に対し、ICD政策実施促進のための組織体制強化や、住民参加型コミュニ

ティ開発ノウハウの蓄積と普及を行うための技術協力プロジェクトを要請した。これを受け、JICA

はDFCDをC/P機関とする「総合コミュニティ開発プロジェクト」を、2009年３月から３年間の予

定で実施している。 

本プロジェクトでは、ICD政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人

材、組織、体制の強化をプロジェクト目標としている。具体的には、ポートモレスビー首都圏及

び東セピック州をパイロットサイトとし、ICD政策実施にかかわる関係機関（DFCD、NCDC、東

セピック州政府（ESPA）のコミュニティ開発担当部局）の能力向上、CLDC F/P及びコミュニティ

の能力向上、持続的コミュニティ開発の推進のためのガイドライン改訂などを行っている。 

中間レビュー調査は、本プロジェクトの目標達成度や成果などを分析するとともに、プロジェ

クトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、必要に応じてプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）を修正した上で、中間レビュー報告書に取りまとめ、

先方と合意することを目的として派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（１）調査団の構成 

氏 名 分 野 所 属 

武田 長久 総括 JICA国際協力専門員 

天池 麻由美 協力企画 JICA公共政策部行政機能課 

昌谷 泉 評価分析 （株）グローバル・グループ21ジャパン 

 

（２）調査期間 

平成22年８月28日（土）～９月11日（土） （詳細は付属資料１のとおり） 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

（１）上位目標 

PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 

 

（２）プロジェクト目標 

ICD政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を促進するために必要な人材、組織、体制が

強化される。 

 

（３）成果 

１．ICD政策実施のための組織・仕組みが強化される。 

２．ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのDFCDの能力が向上する。 

３．ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのCLDC F/P及びコミュニ

ティ・グループの能力が向上する。 

４．ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのNCDC、東セピック州政

府の能力が向上する。 

５．持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善される。 

６．プロジェクトの支援を受けたCLDC F/Pの経験が、ICD政策のロールアウト・プロセス

で活用される。 

 

（４）活動 

1-1 合同実施委員会（JIC）が、アドバイザリー委員会、実施委員会などの既存のコミュニ

ティ開発の実施やモニタリング体制をレビューする。 

1-2 JICが、プロジェクト活動実施におけるDFCD、NCDC及び東セピック州政府の役割を

明確化する。 

1-3 DFCD、NCDC及びESPAが、プロジェクトの実施・モニタリングのための新たな仕組

みの必要性について検討する。 

1-4 JICが、他省庁、政治的リーダー、NGO、市民社会組織、及び民間企業とのパートナ

ーシップ構築に向けて取り組む。 

1-5 JICが、報告体制を含むCLDC F/Pの活動をモニタリング・評価するための計画を策定

する。 

 

2-1 DFCDが、ICD政策実施の観点から組織のSWOT分析を行う。 

2-2 研修ニーズ分析結果に基づき、DFCDが必要な研修（モニタリング評価、プロジェク

ト・サイクル・マネジメント〔PCM〕、対立解決、コミュニティの動員、主体的参加

型農村調査法〔PRA〕）を実施する。 

2-3 DFCDが、CLDC F/Pコーディネーター及び郡マネジメント委員会メンバー向けの研修

マニュアルを作成する。 

2-4 JICが策定した戦略に基づき、DFCDがパイロット活動の実施プロセスをモニタリング

評価する。    
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3-1 DFCD、NCDC、ESPA及びCLDC F/Pが、州・郡・コミュニティレベルでのCLDCコン

セプトの理解促進のための活動を行う。 

3-2 DFCDと協議のうえ、CLDC F/Pコーディネーターがコミュニティ・グループに対して

提供できるサービスのリストを作成する。 

3-3 CLDC F/Pコーディネーターが、コミュニティリソースリストを含む、CLDC F/Pの活

動を支援してくれる可能性のあるパートナーのリストを作成する。 

3-4 合意された基準に基づき、JICがパイロット活動を選定する。 

3-5 CLDC F/Pコーディネーターが、JICによって選定されたパイロット活動地域のベース

ライン調査を実施する。 

3-6 CLDC F/Pコーディネーターが、JICの協力を得てCLDC及びCLDC F/Pに対するコミュ

ニティのニーズを分析する。 

3-7 CLDC F/Pコーディネーター及びコミュニティ・グループが、JICの協力を得てパイロ

ット活動計画を策定する。 

3-8 CLDC F/Pコーディネーター及びコミュニティ・グループが、JICの協力を得てパイロ

ット活動を実施する。 

3-9 CLDC F/Pコーディネーター及びコミュニティ・グループが、JICが策定した戦略に基

づいてパイロット活動のモニタリング・評価を行う。 

    

4-1 NCDCとESPAが、外部支援に関するCLDC F/Pのニーズを分析する。 

4-2 NCDCとESPAが、CLDC F/Pに必要な技術的な支援を提供する。 

4-3 NCDCとESPAが、パイロット活動実施に必要なリソースを動員する。 

4-4 研修ニーズ分析結果に基づき、JICがNCDC及び東セピック州職員に対し必要な研修

（モニタリング評価、PCM、対立解決、コミュニティの動員、PRA）を実施する。 

4-5 JICが策定した戦略に基づき、NCDCとESPAがパイロット活動の実施プロセスをモニ

タリング評価し、教訓を明らかにする。 

    

5-1 JICが既存のガイドラインやマニュアルをレビューし、プロジェクト活動地域での

CLDC F/P支援結果を評価する。 

5-2 JICがCLDC F/P活動状況、記録、グッドプラクティスを調査する。 

5-3 JICがプロジェクト活動地域においてCLDC F/P支援の実施プロセスから得られた教訓

を明らかにする。 

5-4 JICがプロジェクト実施プロセスの中でガイドラインを使用し、必要に応じて改訂する。 

5-5 JICが州／郡レベルの関係者からのフィードバックを得るためのワークショップを開

催し、ガイドラインやマニュアルを最終化する。 

    

6-1 JICがCLDC F/P業務のための案内パンフレットを作成する。 

6-2 JICが、プロジェクトが支援したCLDC F/Pの成果普及のためのワークショップを開催

する。 
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第２章 レビュー調査の方法 
 

２－１ 調査の手順 

文献調査に加え、「パ」国側C/P、日本側専門家、プロジェクト関係者に対して質問票調査及び

インタビュー調査を実施して必要データ・情報を収集した。また、プロジェクトサイトを訪問、

視察した。さらに「パ」国側と協議を重ねたうえで、調査の結果を分析し、中間レビュー調査報

告書としてまとめた。使用した質問票は付属資料５として添付した。 

 

２－２ 調査項目 

調査を実施した項目は、（１）実績、（２）実施プロセス、（３）評価５項目に基づくレビュー項

目に分類される。調査項目の詳細は付属資料３．M/MのAnnex-3 Evaluation Gridに示された評価グ

リッドのとおりである。 

（１）実績 

中間レビュー時点におけるプロジェクトの実績は、PDMに記載された投入と活動実施の状

況、及び成果、プロジェクト目標、上位目標の達成指標によって計測した。 

（２）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、プロジェクトが適切に管理されているかを検証し、プロ

ジェクト実施の促進要因と阻害要因を抽出するため、技術移転の状況、関係者間のコミュニ

ケーション、モニタリング状況など、さまざまな観点から分析した。 

（３）評価５項目によるレビュー 

開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価５項目1の観点から、収集したデ

ータを分析し、総合的に判断した。評価５項目の内容は以下のとおりである。 

１）妥当性（relevance） 

プロジェクトの目標は、受益者のニーズと合致しているか、問題や課題の解決策として

プロジェクトのアプローチは適切か、相手国の政策や日本の援助政策との整合性はあるか

など、正当性や必要性を確認する。 

２）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施によって、プロジェクトの目標が達成され、受益者や対象社会に便

益がもたらされているかなどを確認する。 

３）効率性（efficiency） 

プロジェクトの投入と成果の関係に着目し、投入した資源が効果的に活用されているか

などを確認する。 

４）インパクト（impact） 

プロジェクトの実施によってもたらされる、長期的な効果、波及効果、上位目標の達成

度合いなどを確認する。 

５）自立発展性（sustainability） 

プロジェクトで発現した効果が、協力終了後においても持続し発展しているかを確認す

る。 

 

                                            
1 OECD-DAC のガイドラインによる。 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 

３－１ 投入実績 

2009年３月のプロジェクト開始以降の１年半の間における、日本側及び「パ」国側からの投入

の概況は以下のとおりである。投入の詳細はM/MのAnnex-1に示されている。 

    

（１）日本側 

１）専門家の派遣 

2010年８月末までに８名の専門家が派遣された。派遣期間の合計は、2009年度（日本の

会計年度）には23.0人月であった。2010年度には23.1人月の派遣期間が予定されている。専

門家の一覧と派遣期間はM/MのAnnex-1参照。 

２）本邦研修 

2009年10月24日から11月15日までの期間、C/Pスタッフ５名が、日本におけるC/P研修に

参加した。参加者の一覧はM/MのAnnex-1参照。 

３）機材供与 

2010年８月末までに、約96万６千円に相当する機材がプロジェクトに供与されている。

機材の一覧はM/MのAnnex-1参照。 

 

（２）「パ」国側 

１）C/Pスタッフの配置 

計37名のスタッフが、プロジェクトのC/Pとして公式に配置されている。C/Pスタッフの

一覧はM/MのAnnex-1参照。 

２）事務所スペースの提供 

DFCD、NCDC及びESPA内にプロジェクトの事務所スペースが確保されている。 

３）プロジェクト運営費用 

C/Pスタッフの交通費、パイロット活動運営費等が提供されている。 

４）その他 

その他にプロジェクト実施に必要な施設が提供されている。 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクト活動は全般的に、計画に比べて大幅な遅延なく実施されている。PDMに記載され

た活動項目ごとの実施状況はM/MのAnnex-2参照。 

 

３－３ 成果の達成状況 

PDMに記載された成果達成指標の現況は、以下に記したとおりである。 

    

成果１：ICD政策実施のための組織・仕組みが強化される。 

指標 

１．国、州、郡、CLDCのそれぞれのレベルにおいて、CLDC F/Pを通じた事業の実施管理・モ

ニタリングのための各種委員会が定期的に開催される。 
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（指標１） 

CLDC F/Pを通じた事業の実施管理・モニタリングに責任をもつのは３つのJICである2。JIC-HQ

とJIC-POMは毎週１回、ほぼ定期的に会合を開催している。JIC-ESについては、会合の開催状況が

報告されていない。少なくとも2009年７月、８月の２カ月間は開催がなかった3。 

 

成果２：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのDFCDの能力が向上する。 

指標 

２．DFCD担当官によるモニタリングに基づいたCLDC活動の数が増加する。 

    

（指標２） 

JICが、プロジェクト対象地域におけるCLDCの活動を、CLDC F/Pコーディネーターを通じてモ

ニタリングする制度になっているが、活動の数は記録されていない。「首都圏セトルメント地域に

おける総合コミュニティ開発プロジェクト」におけるPOMパイロット地区のCLDCでは活動は継続

され、DFCDはCLDC F/Pを通じてそれらを把握している。 

 

成果３：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのCLDC F/P及びコミュニテ

ィ・グループの能力が向上する。 

指標 

3.1 プロジェクトで開発されたトレーニング・マニュアルを使いDFCDが実施したトレーニン

グに参加したF/Pコーディネーター、コミュニティ開発官の数。 

3.2 プロジェクト実施地域において、CLDC F/Pによるサポートを受けたCLDCの平均数が増加

する。 

3.3 CLDC F/Pが、その活動のサポートをしてくれる、より広い範囲のステークホルダーを動

員する。 

    

（指標3.1） 

二人のCLDC F/Pコーディネーター、及び他の多くのコミュニティ開発官がプロジェクトで実施

された研修ワークショップに参加した。表３－１はこれまでに開催されたPCMワークショップの

一覧である。 

 

                                            
2 JIC は 2010 年５月に再編成された。「３－６ 実施プロセス」の項参照。 
3 JIC-ES は今回の中間レビュー調査期間中の 2010 年９月７日に開催され、調査団もオブザーバーとして出席した。 
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表３－１ PCMワークショップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）ワークショップの

ほかにも、アカウンティング・ワークショップ、女性銀行ワークショップ、州開発計画セミナー

などが実施されている。 

（指標3.2） 

ポートモレスビーにおいては、VadavadaとGorobeの２カ所のCLDCが、ポートモレスビー南部

CLDC F/Pコーディネーターのサポートを受けている。東セピック州Wosera Gawi郡においては、少

なくともCLDC F/Pと同じ施設内のCLDCが、F/Pコーディネーターのサポート範囲にある。 

（指標3.3） 

現時点においては、他のステークホルダーは必ずしもプロジェクト活動に関与してはいない。

プロジェクトでは今後、ICD政策の枠組みの中で、教会やNGO等の他のステークホルダーがコミュ

ニティ開発に協力して関与するような体制作りを計画している。 

 

成果４：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのNCDC、東セピック州政府

の能力が向上する。 

指標 

4.1 CLDC F/Pを通じたコミュニティ開発活動のための州と郡の予算が増加する。 

4.2 NCDC及びESPAによるCLDC F/Pへの技術的支援の回数が増加する。 

 

（指標4.1） 

プロジェクト目標の指標３（本文８ページ）を参照。 

（指標4.2） 

NCDC（JIC-POM）とESPA（JIC-ES）は、CLDC F/Pコーディネーターと共に、プロジェクトの

中でワークショップやセミナーを通じて研修（技術的支援）を受けている。現段階では、NCDCと

ESPAはCLDC F/Pに対して技術的支援を行っていない。 

 



－8－ 

成果５：持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善される。 

指標 

５．CLDC F/P展開の過程で、DFCDの承認するガイドラインの数。 

    

（指標５） 

プロジェクト内では、パイロット活動の経験に基づくICD政策実施ガイドライン、及び女性銀行

プログラムのガイドラインを制作中である。このほか、DFCDでは、コミュニティ開発にかかわる

多数のマニュアルやガイドラインを既に作成している。 

 

成果６：プロジェクトの支援を受けたCLDC F/Pの経験が、ICD政策のロールアウト・プロセスで

活用される。 

指標 

６．プロジェクトで作成されたガイドライン、パンフレット、ツール・キットなどが、DFCD

による他州へのCLDC F/P展開過程で使用される。 

    

（指標６） 

指標５で述べた２種の制作中のガイドラインのほか、2010年３月にニューズレターの第１号が

発行された。第２号を準備中である。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

PDMに記載された指標の現況に基づく、プロジェクト目標のレビュー時点での達成度及びプロ

ジェクト終了時の達成見込みは、以下に記したとおりである。 

    

プロジェクト目標：ICD政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材、

組織、体制が強化される。 

指標 

１．国、州、郡それぞれのレベルにおいて、プロジェクトに携わる主要な人材が、ICD政策へ

の理解と関与を深めていることを実際に示す。 

２．プロジェクト対象地域において、ICD実施政策のためにCLDC F/Pを通じて動員されるリソ

ースが増加する。 

３．DFCD、NDCD、州政府及び郡政府のCLDC F/Pに対する予算が2009年から2011年にかけて

毎年確保され、実行される。 

    

（指標１） 

専門家の観察によると、C/Pスタッフの大半はICD政策及びプロジェクトの重要性について理解

を深めている。それは、内外のさまざまな会議やプレゼンテーションの場においての積極的な発

言、行動から顕著に観察できる。 

（指標２） 

現在、パイロット活動の実施開始前であるため、リソースについての情報は少ないが、東セピ
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ック州のパイロット活動（パティコ村の水供給）に対しESPAが予算を支出していないことは課題

である（指標３の記述参照）。一方で、パティコ村住民は計画段階から活動にかかわっており、水

供給施設の土木工事等にも主体的に参加することになっている。 

（指標３） 

DFCDのプロジェクト予算は2009年が40万キナ、2010年が50万キナ（支出ベース、人件費は含ま

ず）と増額されている。NCDCの同地域プロジェクト予算は、2008年4、2009年が各5万キナ、2010

年が25万キナと、パイロット活動実施に向け大幅に増額されている。他方、東セピック州におけ

るプロジェクト活動の費用はすべてDFCDから支給されており、ESPA独自予算はない。東セピッ

ク州での活動に使用できる予算は不足しており、一例として、CLDC F/Pは活動旅費を支給されず、

経費を個人負担しているのが現状である。なお、本プロジェクト活動に対するDFCDの2010年度予

算は増額されたものの、ICD政策実施そのものに対する予算は確保されていない。 

    

このように現段階では一部の指標もしくはその代替となる指標が入手できていないが、総合し

て現時点でのプロジェクト目標達成度を検討すると、人材の能力は着実に強化されているものの、

東セピック州の活動予算不足にみられる資金面での脆弱性が懸念される。ただし、指標以外の調

査結果として、組織としてのキャパシティ開発の進展と、プロジェクト実施体制とICD政策展開体

制の改善を見ることができ、今後はプロジェクト目標達成に向け、その達成度は加速度的に向上

するものと判断される。 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

PDMに記載された上位目標の達成指標の現況は、以下に記したとおりである。 

 

上位目標：PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 

指標 

１．CLDC F/PによってサポートされているCLDCの数が増加する。 

２．CLDC F/Pがプロジェクト対象地域以外の州や郡で設立される。 

    

（指標１、指標２） 

現在、全国で13のCLDC F/Pが存在する。うち、少なくとも東セピック州Wosera Gawi 郡とポー

トモレスビー南部の２カ所のCLDC F/Pは機能している。CLDCの定義が曖昧なため、CLDC F/Pに

よってサポートされているCLDCの数の増減を計測するのは困難であるが、Wosera Gawi 郡では少

なくとも１カ所、ポートモレスビー南部では少なくとも２カ所のCLDCがサポートされている（成

果達成指標3.2の記述参照）。なお、他の11カ所のF/Pの現況については、DFCDが正確な情報を把握

していない。 

 

３－６ 実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスはこれまでのところ、おおむね適切である。主要な調査結果を以

下に挙げる。 

    

                                            
4 「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発プロジェクト」の予算。 
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（１）本プロジェクトでは、日本側専門家は比較的短期の「パ」国滞在を繰り返す「シャトル型

派遣」の形態をとっているが、これまでのところ専門家チームと「パ」国側C/Pとの関係コミ

ュニケーションはたいへん良好である。 

 

（２）プロジェクトの進捗報告書は計画どおり定期的に提出されている。 

 

（３）合同調整委員会（JCC）はこれまでに2009年４月23日、2009年７月８日、2010年６月10日の

３回開催されている5。R/Dで規定された年１回よりも高い頻度で開催され、議論も活発に行

われている。 

 

（４）「パ」国側C/Pスタッフのプロジェクト活動への意識と意欲は向上しつつあり、オーナーシ

ップの強化に貢献している。 

 

（５）パイロット活動サイトのパティコ村住民は、プロジェクトに極めて積極的に参加する態度

を示している。F/Pコーディネーターの努力が寄与するところが大きい。 

 

（６）JICは、当初JIC-POMとJIC-ESの二者体制であったが、2010年５月からJIC-POMはJIC-HQと

JIC-POMに分けられ、三者体制へと変更された。この再編成により各JICの役割と機能は明確

になった。 

 

（７）JIC-HQとJIC-ESの間に、連絡不足や誤解が生じている。現在のところプロジェクト全体に

大きな影響を及ぼしてはいないものの、改善しなければ今後の円滑なプロジェクト活動の阻

害要因になり得る。 

 

                                            
5 第４回 JCC は今回の中間レビュー調査期間中の 2010 年９月９日に開催され、レビュー調査団も出席した。 
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第４章 評価５項目によるレビュー結果 
 

評価５項目に基づいてレビューした結果を項目ごとに記す。 

    

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

（１）「パ」国の政策との整合性 

本プロジェクトは、「パ」国政府が初めて策定したコミュニティ開発国家政策であるICD政

策を直接支援するものである。2009年に発表された長期開発計画「PNG Vision 2050」におい

ては“spiritual, cultural and community development”を重点戦略七本柱の一つとしており、同計画

前半期の開発計画「PNG Development Strategic Plan 2010-2030」においても、コミュニティ開

発は重要視されている。 

 

（２）被益者ニーズとの整合性 

本プロジェクトの直接的な被益者はコミュニティ開発にかかわる各レベル（中央、州、郡、

コミュニティ）の「パ」国スタッフである。ICD政策の実施のためには「パ」国スタッフのキ

ャパシティ強化は必須の条件であり、本プロジェクトに対するニーズは高い。また、プロジ

ェクトの一部として実施されるパイロット活動は、住民ニーズサーベイを実施することによ

り慎重に設計、計画されており、対象地区コミュニティのニーズに合致したものといえる。 

 

（３）日本政府のODA政策との整合性 

我が国の2009年の対「パ」国援助重点分野は、①持続的経済開発、②社会サービスの向上、

③貧困削減、④気候変動対応の4分野である。本プロジェクトの目的であるコミュニティ開発

は明示されていないが、このうち社会サービスの向上や貧困削減の分野に貢献すると考えら

れる。また、コミュニティ開発自体を援助重点分野とする方向での検討もされている。 

 

（４）日本による協力の優位性 

本プロジェクトに先立ち実施されたJICA技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地域

における総合コミュニティ開発」（2005～2008年。以下、「前プロジェクト」と記す）は「パ」

国側から高い評価を得た。前プロジェクトではコミュニティ開発人材が育成され、コミュニ

ティホール等の施設が建設されており、これらのリソースは本プロジェクトでも十分に活用

されている。また、本プロジェクトでは参加型開発手法やエンジニアリング等、日本が得意

とする開発手法が駆使されており、日本の優位性を生かした協力であるといえる。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性はある程度高いレベルにあると判断される。 

第3章に記したように、現時点では目標達成指標データを十分に入手することができず、プロジ

ェクト終了時の目標達成の見込みを推定することは難しい。しかしながら、プロジェクト活動に

より人材開発、組織の強化は進展しており、また、質問票調査、インタビュー調査の対象となっ

た「パ」国側C/P、日本側専門家の多くは、引き続きコミュニティ開発人材がプロジェクト活動を
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通じて新しい知識・技術を身に付けていけば、期待どおりにプロジェクト目標達成は可能との見

通しをもっている。 

有効性向上に特に貢献した要因としては、①「パ」国側C/Pスタッフと日本側専門家との関係が

非常に良好であること、②プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショップをは

じめとする各種セミナー、研修ワークショップの実施がC/Pスタッフ及び他のコミュニティ開発関

係者の能力向上を導いている、③JICの再編成により、３つのJICの役割と責任がより明確になった

ことなどが挙げられる。一方、「パ」国側プロジェクト関係者内部にみられるコミュニケーション

不足は、有効性の阻害要因になりかねない。 

 

４－３ 効率性 

これまでの投入と成果のバランスから判断すると、プロジェクトの効率性は良好である。 

    

（１）投入の適切性 

日本側専門家はこれまでに８名が派遣されている。いずれも短期滞在ベースで「パ」国へ

の訪問を繰り返す「シャトル型派遣」であり、専門家不在期間中はC/Pスタッフが専門家に課

せられた「宿題」をこなす、というスタイルをとっている。このスタイルは、長期派遣専門

家が常駐して技術移転を行う従来形式に比べ、概してC/Pスタッフの責任感を増し、ひいては

オーナーシップの向上につながるという意味で効率的であると思われる6。専門家の能力、経

験、技術移転方法に関しては、C/Pスタッフのほとんどが高い満足度を示している。 

「パ」国側C/Pスタッフの能力と配置については、プロジェクト活動実施上、ほぼ適切であ

るといえる。東セピック州のJIC-ESのメンバーはいずれも州政府要職にあり、プロジェクト活

動に時間を割くことはできないために、スタッフ数は当初不足していたが、実働スタッフを

「事務局」として加えることによりプロジェクト活動を円滑に進めている。 

2009年には５名のスタッフが日本でのC/P研修（総合コミュニティ開発コース）に参加した。

全員が研修プログラムにほぼ満足しており、研修で得た成果はすでに各JICでの計画作成や

NGOフォーラムの開催などに活用されている。本プロジェクト開始当初の計画では2010年度、

日本での研修と第三国研修が計画されていたが、日本側の予算制約により、フィリピンでの

研修を2010年９月に実施するのみとなった。 

本プロジェクトでは日本側の提供機材はオフィス機器等に限定されるが、ほとんどが適切

に使用されている。ただし、３台あるPCのうち東セピック州での活動用に配置された１台は、

プロジェクト事務所の整備が不十分なため、現在のところ利用されていない。 

 

（２）成果の達成度 

第３章に見るとおり、プロジェクトは依然、すべての成果が目に見える形で十分に出てい

るという段階にはないが、PDMに記載された各プロジェクト活動の多くは大きな遅滞なく実

施されている。 

 

                                                 
6 ただし、一方で、JIC-HQ と JIC-POM のメンバーの中には、プロジェクト以外の本来の職務が多忙であるため専門家

不在期間はプロジェクト活動が不活発になる、とインタビューで指摘したスタッフもいた。 
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４－４ インパクト 

上位目標については、現段階では指標からの達成見込みを判断するのは困難であるが、C/Pスタ

ッフの多く、特にJIC-POMのメンバーは、プロジェクトの対象地域で実施されたコミュニティ開発

活動がICD政策の下で全国的に拡がっていくことを確信している。 

本プロジェクトでは、これまでに次の２点の正のインパクトが観察されている。負のインパク

トはこれまで観察されておらず、今後発生することも予想されていない。 

 

（１）プロジェクト下でPCM研修を受けたESPAのC/Pスタッフが、コミュニティ開発以外の自身の

担当分野のプロジェクトにおいてもその手法を適用し活動計画（PO）を策定するに至った。 

 

（２）前プロジェクトにおいて、パイロット活動として実施された大工、ケータリングの技能研

修を受けたポートモレスビーのセトルメント住民のうち、数名が外部で職を得ることができ

た。本プロジェクトでも前プロジェクトの継続支援を実施しており、また、新たなパイロッ

ト活動も実施されることから、同様な効果を今回も期待できる。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性は、全体的には確保されると期待できるが、懸念材料もある。 

 

（１）政策面 

ICD政策は「パ」国政府の重要政策の一つである。プロジェクト終了後に同政策方針が転換

され、コミュニティ開発の諸活動が縮小されるとは考えられない。 

 

（２）制度・組織面 

持続的なコミュニティ開発を推進するための制度・組織強化は、本プロジェクトが直接目

指すところである。プロジェクト目標を達成できれば、コミュニティ開発活動を促進、持続

させるメカニズムが構築されることになる。 

 

（３）技術面 

コミュニティ開発人材の強化については、研修を受けたC/Pスタッフは着実にその能力を向

上させており、ICD政策に基づくコミュニティ開発を実施していくための技術面での持続性確

保に寄与している。特に前プロジェクトに参加しているNCDCスタッフは、特に自らの能力向

上を強く認識している。プロジェクト終了後に、プロジェクトで強化された人材の知識・技

能を他のコミュニティ開発関係者に伝播、普及させていく体制の構築は持続性確保のための

必須条件であるが、前項同様、その体制構築こそがプロジェクトの目的である。 

 

（４）財務面 

第3章で述べたように、DFCD及びNCDCの本プロジェクトに対する予算は、十分ではないと

はいえ増加している。一方、ESPAにおいては本プロジェクトへの予算が全く確保されていな

い状態である。これらプロジェクト予算の傾向、ICD政策の重要性、「パ」国の近年の経済情

勢等を総合的に判断すると、プロジェクト終了後に、プロジェクトでの実施活動をはじめと
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するコミュニティ開発政策の実行予算が急激に削減されることは考えにくい。ただし、東セ

ピック州でのプロジェクト活動資金の状況は、持続発展性確保を脅かす不安要素となってい

る。 

 

４－６ 結論 

プロジェクト活動の多くは大きな遅滞なく実施されている。成果及びプロジェクト目標の達成

状況については、プロジェクト活動実施及びICD政策展開のための体制強化と人材開発は進んでお

り、今後のプロジェクト目標達成度は加速度的に向上するものと総合的に判断される。プロジェ

クトの実施プロセスについては、「パ」国側C/P内部での連絡不足等による問題が生じているもの

の、全体的にはおおむね適切、円滑に推移している。 

評価５項目の観点からは、プロジェクトの「妥当性」は極めて高く、特に「パ」国側の政策に

完全に整合し、被益者のニーズにも十分に合致している。また「有効性」、「効率性」に関しては

良好なパフォーマンスを示している。これまでにプロジェクト実施によるプラスの「インパクト」

は観察されているが、マイナス影響は特に出ていない。「自立発展性」については、プロジェクト

終了後もプロジェクトの活動や効果が継続、拡大されていく見込みは高いが、財務面に多少の不

安があることは否めない。 
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第５章 提言等 
 

５－１ 提 言 

プロジェクトの実施は人材育成やJICの組織再編により進捗をみせているが、プロジェクト目標

の達成を促進するために、プロジェクト終了までの残り期間の活動において必要な事項として以

下の点における改善策の実施を行う必要がある。 

    

（１）ICD政策の展開を促進するためには展開戦略を策定することが重要である。また、展開戦略

の中で展開プロセスを推進・調整する組織的な体制をDFCD内に形成することが必要である。 

 

（２）プロジェクトはICD政策実施の触媒的な役割を果たすことがDFCD内でも認識されている。

プロジェクトの経験をICD政策展開のプロセスに反映させていくためには、プロジェクトと

ICD政策の推進を担当しているLearning and Environment Branchとの連携・調整が重要である。

この部署から参加していたJICのメンバーの異動による欠員を埋め、責任ある関係者をJICのメ

ンバーに任命することが必要である。 

 

（３）JICの再編後、JIC-POMはプロジェクト実施においてより大きな責任と役割を担うようにな

った。JIC-POMが主導的にその役割を果たし、効果的な調整を行っていくために組織的な体制

の整備を行うことが重要である。 

 

（４）東セピック州でのパイロット活動の実施においては、州行政、郡行政、他のステークホル

ダーに対してICD政策の啓発並びに情報普及のためのワークショップの開催を行うことが重

要である。大臣、次官の参加を得た啓発セミナーの開催は州行政や郡行政の上層部の理解と

支持を得るために非常に重要である。開催が延期されていたが、2010年10月の開催に向けて

JIC-HQとJIC-ESが緊密な調整を行うことが必要である。JIC-HQとJIC-ESの連絡不足、相互理

解の不足による行き違いが発生したことがあったが、速やかに解決しておく必要がある。 

 

（５）パティコ村でのパイロット活動はCLDC F/Pを機能させるモデルとなる。そのためにも、遅

れているパティコ村のCLDC F/Pの施設改修を迅速に実施することが重要である。 

 

（６）ICD政策では、CLDC F/Pが政府、NGO、教会、民間のコミュニティ開発に関するプログラ

ムやリソースの情報をCLDC F/Pを通じて提供することが重要な機能として定められている。

このような機能をCLDC F/Pが果たしていくためには、情報を収集・蓄積し提供できるように

ならなくてはならない。DFCD、NCDC、東セピック州並びに郡はそれぞれCLDC F/Pを通して

提供できるコミュニティ開発にかかわるプログラムやリソースの情報を整理して提供するこ

とが必要である。 

 

（７）CLDC F/Pを機能させるためには、NCDCと東セピック州がそれぞれのCLDC F/Pに対して交

通費や他の運営費用などの必要な予算を配分することが重要である。さらに、ICD政策に沿っ

たコミュニティ開発の予算を毎年確保していく必要がある。 
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（８）以上のような改善策並びにプロジェクト実施の現状を踏まえて、PDMの改訂が必要である。

PDMの改訂版はJCCで確認し承認された。 

 

（９）プロジェクト報告書は改訂版のPDMで示された活動や成果、プロジェクト目標、及び指標

に沿って、その進捗がモニタリングできるように作成することが必要である。 

 

５－２ 改訂されたPDMに基づく今後の活動方針 

今後のプロジェクトの運営において、改訂されたPDMに即して以下の点を重視して活動を実施

していくことが望ましい。 

（１）DFCDのICD政策展開の戦略の作成や展開プロセスの実施体制の強化、プロジェクトの経験

を展開プロセスに反映させる仕組みを強化する必要がある（成果１、２）。 

 

（２）CLDC F/Pの能力強化としてコミュニティ開発情報の蓄積と提供（成果３）。 

 

（３）NCDC及び東セピック州CLDC F/Pへの支援の能力と仕組みの強化（成果４）。 

 

（４）パイロット活動の実施を通してJICとCLDC F/Pコーディネーターの研修とOJTを通した能力

強化、組織的な支援の仕組みを強化し、その経験を基にICD政策の展開のプロセス（CLDC F/P

の機能強化のプロセス）をモデルとしてまとめ、ICD政策展開プロセスのガイドラインを作成

する（成果５）。 

 

（５）ガイドラインの普及を含めたICD政策の実施促進のために多くのステークホルダーに対する

普及・啓発の実施を行う（成果６）。 

 

５－３ 団長所感 

（１）JICの再編によるDFCD、NCDC、東セピック州の役割の明確化 

JICの組織構成は、DFCDとNCDCの関係者により構成されていたJIC-POMがDFCDを中心と

したJIC-HQとNCDCを中心としたJIC-POMに分割され、NCDのセトルメントでのプロジェクト

実施の役割と責任をNCDCがより多くもつことになった。これにより、南モレスビー地区の

CLDC F/Pのパイロット活動並びにセトルメントのCLDCに対する支援に対してNCDCの

JIC-POMがNCDCの業務の中で組織的な取り組みを行っていく体制を作っていくことが求め

られる。そのための能力強化をプロジェクトで継続して実施することが必要である。JIC-HQ

では、NCDと東セピック州のパイロット活動のモニタリングと支援の実施と共に、パイロッ

ト活動の経験と教訓の取りまとめ、ICD政策の展開プロセスへの反映という役割が明確になり、

DFCD内部並びにNCDCと東セピック州、さらには他の省庁やNGOとの調整機能を強化するこ

とが求められる。一方、DFCD、NCDC、東セピック州のJICの長とそれぞれの機関のトップマ

ネージメントとの関係が組織的な支援の強弱に影響を与える場合がある。DFCDでは次官との

関係が良好であるが、東セピック州では州行政長官との関係があまり良好でないようである。

東セピック州ではプロジェクトへの2010年度予算の申請を行ったが確保できなかった。NCDC

においてもトップマネージメントとの関係があまり強くなく、十分な支援を得るために、
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NCDCの知事、シティマネージャーを含めた上層部への啓発ワークショップが開催された。こ

れにより上層部の理解と支援が強化されつつある。「パ」国では個人の個性が強くマネージメ

ントレベルで軋轢が発生する場合があり、人間関係の部分も注視しておく必要がある。 

 

（２）プロジェクトの経験、モデルをICD政策展開に反映させる仕組みの強化 

プロジェクトの経験、特にパティコ村でのパイロット活動におけるCLDC F/Pを通じたコミ

ュニティへの支援のプロセスはICD政策の展開、CLDC F/Pの機能強化のプロセスのモデルと

して活用することができる。プロジェクトで形成されたモデルや経験をICD政策の展開に反映

させるためには、ガイドラインとして整備するとともに、DFCDでICD政策の展開の担当部署

であるLearning and Environment Branchとの連携・調整を強化する必要がある。同部署が担当

しているICD政策展開戦略策定への支援はプロジェクトとの連携を強化する良い機会であり、

ICD政策推進・調整のための組織体制の整備を働きかけることができる。JIC-HQのメンバーに

ICD政策担当部署の責任ある人材の配置も連携・調整の強化につながるものと思われる。 

 

（３）パティコ村、南モレスビー地区のパイロット事業を通したICD政策展開プロセスのモデル化 

パティコ村並びに南モレスビー地区でのパイロット事業はCLDC F/Pの能力強化のOJTとし

てF/PコーディネーターとJIC-ES、JIC-POMの能力強化につながるとともに、そのプロセスを

CLDC F/Pの機能強化、ICD政策展開のモデルプロセスとして活用することができる。プロジ

ェクトではパティコ村での実施プロセスをビデオで映像化しており、ICD政策展開の広報、普

及活動にも映像資料として効果的に活用できる。パイロット事業の経験はICD政策展開のガイ

ドラインとして取りまとめることになるが、農村部であるパティコ村の事例とNCDのセトル

メントの事例では、コミュニティのリーダーの状況やCLDC F/Pが担当する地域的な範囲が異

なり、CLDCの活動に対するアプローチの仕方、F/Pコーディネーターのコミュニティへのア

プローチの仕方に違いが出てくる可能性がある。これらの農村部とセトルメントの状況の相

違からくるアプローチの相違、適切なアプローチの仕方についてもガイドラインでまとめら

れることが望ましい。 

 

（４）柔軟なパイロット活動数の設定 

パイロット活動は当初の計画ではNCDと東セピック州で２件ずつ、計４件実施することに

なっている。現在パイロット活動は東セピック州ではパティコ村で計画策定を行っている段

階で、近々実施の段階に移る。もう一つは対象村落が選定された段階である。NCDではパイ

ロット活動の対象セトルメントの選定の段階にある。プロジェクト実施期間は終了まであと

１年半であり、パイロット活動を４カ所すべてで同じようなかかわり方で実施するのは時間

的に難しい可能性がある。パイロット活動の内容にもよるが、施設建設を伴う場合かなりの

時間がかかることが予想される。東セピック州のもう一カ所の対象村落はアクセスが悪いこ

ともあり、専門家チームがパティコ村と同じようなかかわり方をすることは難しくCLDC F/P

コーディネーターを通したかかわり方と対応の仕方を変える必要もある。プロジェクト期間

中にパイロット活動を完結できない可能性も考えられることや、パイロット活動を踏まえた

ICD政策展開のガイドライン作成の作業もあり、必ずしも４カ所にこだわらなくてもよいかと

思われる。専門家チームともこの点に関して議論を行い、数についてはパイロット活動の内
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容に応じて柔軟に対応することとし、かかわり方に濃淡をつけたり、既に支援を行っている

ゴロベの女性銀行の活動をパイロット活動と位置づけることも考えられ、パイロット活動自

体の実施というよりも、CLDC F/Pの機能の強化に重点を置くことが望ましい。 

 

（５）ICD政策展開にかかわる2段階の啓発ワークショップ 

東セピック州のパイロット事業の実施状況から得た印象として、ICD政策の展開においては

２段階の啓発ワークショップの開催が必要になると思われる。CLDC F/Pの設置に関して州行

政や郡行政の上層部の理解と支援を促すためにICD政策のアプローチを紹介する啓発ワーク

ショップが第一段階で必要となる。またCLDC F/Pによる支援を通じたCLDCの活動の成功事

例を作ったうえで、CLDC F/Pが果たす機能の実例を紹介し、実際に現場を訪問してCLDC F/P

とCLDCの活動を視察することを含め、ICD政策のアプローチの利点をさらに理解してもらう

啓発ワークショップを第二段階で実施し、州行政、郡行政、他のステークホルダーに対して

実例を示して他の地域、郡への普及を促進する契機とすることも考えられる。また、州や郡

の上層部の理解と支援を引き出すためには、そのようなワークショップにDFCDの大臣や次官

が出席して説明を行うことが効果的である。 

 

（６）CLDC F/Pへの情報蓄積とネットワークの強化 

CLDC F/Pの機能強化において政府、NGO、教会、民間などのプログラムやサービス提供の

リソースに関する情報を蓄積しコミュニティに提供できるように情報の整備を行うことが重

要な強化策になる。プロジェクトの専門家チームが今後の活動として提案しているように、

まずはNCDCが女性銀行をはじめとしてCLDC F/Pを通じて提供できるプログラムの情報を整

備してデータベース化する作業が重要になる。また、CLDC F/Pがベースライン調査などを通

じてコミュニティのニーズやCLDCの存在などコミュニティの情報を収集することにより、

CLDC F/Pがコミュニティのニーズを政府や他のサービス提供機関のプログラムやリソースに

つなげる役割を果たすことができる。DFCDやNCDC、州政府がCLDC F/Pを通じて提供できる

リソースの情報を提供し、情報を蓄積する過程において他の政府機関やNGOなどの外部リソ

ースとのネットワークの強化を図っていくことが必要である。CLDC F/Pの機能強化のプロセ

スのモデルを示す場合においても情報の蓄積とコミュニティへの情報提供、外部のプログラ

ムへのアクセスの提供事例を紹介することによりICD政策展開の促進を図ることができる。専

門家チームが提案するようにまずは中央レベルのNICDACでCLDC F/Pが果たしている機能の

実例を示し、ICD政策の展開の促進とそのためのネットワークの強化を図ることが必要である。 

 

（７）JIC-ESのPICDACへの発展的展開の可能性 

JIC-ESはコミュニティ開発局のシニアアドバイザーを中心に、計画局、保健局、教育局、地

方自治体局、一次産業局、商工局の局長レベルにより構成されている。実際の活動はコミュ

ニティ開発局の職員による事務局が動かしているが、州の主要な部局の長がJICに参加してい

ることにより、パイロット活動の動きやICD政策への理解の促進につながっている。自分の部

局が実施しているプログラムをCLDC F/Pを通して提供できそうだと認識しているメンバーも

おり、将来的にはJIC-ESがPICDACに発展的に展開することも考えられる。NCDCにおいても

同様にJIC-POMにコミュニティ開発、セトルメント開発にかかわる関連部局の職員が参加して
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おり、PICDACと同様の組織的な体制作りの基盤となる可能性がある。 

 

（８）ICD政策展開に関連する郡選出国会議員の支援の引き出し 

ICD政策の展開においてDFCDは州行政長官、郡行政長官とMOAを締結し、DFCD、州行政、

郡行政の役割をそれぞれ規定している。MOAには郡選出の国会議員も署名することになって

いる。パティコ村がある東セピック州のWosera Gawi郡では郡選出の国会議員が選挙区開発資

金の予算からCLDC F/Pのために車を供与している。CLDC F/Pの活動においては交通手段が重

要であり、車の提供は大きな貢献となっている。ICD政策の展開においてはこのような郡選出

の国会議員の理解と支援を得て、議員の選挙区開発資金からの支援を引き出すことが重要に

なると思われる。 

 

（９）PNG事務所によるフォローアップの重要性 

プロジェクトは業務実施型で実施されており、専門家チームは短期滞在を繰り返すシャト

ル型で協力を行っている。専門家滞在時に技術指導を行い、「宿題」を残して専門家不在時に

もC/Pが活動を実施することで、C/Pのオーナーシップの醸成にもつながっている。プロジェ

クトでは現地のプロジェクトオフィサー的な人材を配置していないことから、専門家チーム

不在時のプロジェクトのフォローアップが必要な時はJICA PNG事務所の職員のかかわりが重

要になる。これまで事務所職員がプロジェクトの活動を継続的にフォローしC/Pと緊密な良い

関係を築いてきており、プロジェクトの円滑な実施につながっている。コミュニティ開発に

関連するJICAの研修にプロジェクトのC/Pや関係者を優先的に参加させるなど、側面的な支援

を行い、C/PやC/P機関の能力強化にもつながっている。事務所の役割は重要であり、今後も

継続的にプロジェクトの進捗管理と支援を行っていくことが望まれる。 
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パプアニューギニア国総合コミュニティ開発プロジェクト 中間レビュー調査 日程表 

 
日付 武田総括、天池団員 昌谷団員 

1 8月 28日 土  21:05 成田発（PX055） 

2 29日 日  04:30 ポートモレスビー（POM）着 

3 30日 月 
 09:30 JICA 事務所との打合せ 

13:00 専門家チームへのヒアリング 

4 31日 火 
 09:00 プロジェクトマネージャー、DFCDス

タッフへのヒアリング 

5 9月 1日 水  09:00 NCDCスタッフへのヒアリング 

6 2日 木 

 09:00 POMサイト調査 

15:35 POM発（PX126） 

17:45 ウェワク着 

7 3日 金  09:00 東セピック州スタッフへのヒアリン

グ 

8 4日 土 21:05 成田発（PX055） 07:30 Patiko村での調査 

9 5日 日 04:30 POM着 報告書作成 

10 6日 月 

05:00 POM発（PX7126） 

07:10 ウェワク着 →Maprikへ移動 

13:00 Patiko水委員会（於：Maprik） 

11 7日 火 
09:00 PDM改訂にかかる検討 

13:00 東セピック州プロジェクト合同実施委員会（JIC-ES） 

12 8日 水 

06:00 ウェワク発(PX125) 

08:10 POM着 

10:30 プロジェクトマネージャーへのインタビュー 

13:00 中間レビュー報告書にかかる協議 

13 9日 木 
09:00 JCC開催 

14:00 報告書作成 

14 10日 金 

10: 00 Savakaセトルメント訪問 

13:00 計画省への報告 

14:30 日本大使館への報告 

15:30 JICA 事務所への報告 

15 11日 土 
14:15 POM発（PX054） 

19:55 成田着 

 



 

 

２．面談者リスト 
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主要面談者 
 

（１）パプアニューギニア国側関係者 
コミュニティ開発省（DFCD） 

Dame Carol Kidu Minister 

Mr. Joseph Klapat Secretary（Project Director） 

Ms. Leonie Rakanangu First Assistant Secretary of Governance & Economic Branch, 

Community Development Division（Project Manager） 

Mr. Taom Meren JIC-HQ Vice Chairperson 

Ms. Jenny Siviak Kidu JIC-ICD Policy Coordinator 

Mr. Kweho Luluaki Liaison Officer for JIC-ES 

Mr. Steven James Liaison Officer for JIC-POM 

 

国家計画モニタリング省（Department of National Planning and Monitoring） 

Mr. Lawrence Duguman Assistant Secretary, Bilateral Aid Section 

 

首都圏庁（NCDC） 

Mr. Dixon Dama Coordinator-Special Project （ Deputy Project Manager/ 

JIC-POM Chairperson） 

Ms. Lucinda Laviriu Womens Officer, Social Services 

Mr. Kaupa Kiripa Village Court Inspector, Village Courts 

Ms. Kay Kaugla Womens Officer, Social Services 

Mr. Tom Kamtai Licensing Officer, Licensing 

 

東セピック州（ES） 

Mr. Fred Likia Senior Advisor, Division of Community Development, JIC-ES 

Chairperson  

Mr. Alphonse Kami Acting Director, Planning Office, 

Mr. Mark Nagai Senior Advisor, Division of Health 

Ms. Elizabeth Kaprangi Senior Advisor, Division of Commerce and Industry 

Mr. Pius Makaje Senior Advisor, Division of Education  

Mr. Michael Manguan North Wosera LLG Officer（CLDC F/P Coordinator） 

 

（２）日本国側関係者 

在パプアニューギニア日本大使館 

藤村 武 一等書記官 

 

JICA 専門家 

山根 春夫 副総括/組織管理・能力管理 2 

深沢 信一 PCM/研修計画管理 

川畑 雅之 コミュニティ開発/パイロット活動計画 1 

千田 正雄 パイロット活動計画 2 

西森 勇記 業務調整 

 

JICA パプアニューギニア事務所 

水谷 恭二 所長 

根崎 俊 所員 

岩本 洋光 企画調査員 

































































実績

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

投入

PNG側投入は計画通りであったか（C/P、オフィス、設備等）。 投入記録 プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

日本側投入は計画通りであったか（専門家派遣、C/P研修、機材
供与、ローカルコスト負担）。

投入記録 プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

どの程度成果１を達成しているか。
"ICD政策実施のための組織・仕組みが強化される。"

指標1.　国、州、郡、CLDCのそれぞれのレベルにおいて、
CLDC F/Pを通じた事業の実施管理・モニタリングのための各種
委員会が定期的に開催され、共有する情報が増加する。

進捗報告書、TOR、会合議事録
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

どの程度成果２を達成しているか。
"ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための
DFCDの能力が向上する。"

指標2.　DFCD担当官によるモニタリングに基づいたCLDC活動
の数が増加する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標3.1　プロジェクトで開発されたトレーニング・マニュアルを使
いDFCDが実施したトレーニングに参加したF/Pコーディネー
ター、コミュニティ開発官の数。

プロジェクト報告書、研修マニュアル
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

3.2　プロジェクト実施地域において、CLDC F/Pによるサポート
を受けたCLDCの平均数が増加する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標3.3　CLDC F/Pが、その活動のサポートをしてくれる、より広
い範囲のステークホルダーを動員する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標4.1　CLDC F/Pを通じたコミュニティ開発活動のための州と
郡の予算が増加する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標4.2　NCDC及びESPAによるCLDC F/Pへの技術的支援の
回数が増加する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

どの程度成果５を達成しているか。
"持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善さ
れる。"

指標5.　CLDC F/P展開の過程で、DFCDの承認するガイドライ
ンの数。..

プロジェクト報告書、ガイドライン
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

どの程度成果６を達成しているか。
"持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善さ
れる。"

指票6.　プロジェクトで作成されたガイドライン、パンフレット、
ツール・キットなどが、DFCDによる他州へのCLDC F/P展開過
程で使用される。

プロジェクト報告書、ガイドライン、
ブローシャ、ツールキット
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標1　.国、州、郡それぞれのレベルにおいて、プロジェクトに携
わる主要な人材が、ICD 政策への理解と関与を深めていること
を実際に示す。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

指標 2. プロジェクト対象地域において、ICD実施政策のために
CLDC F/Pを通じて動員されるリソースが増加する。

プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

指標3.DFCD、NDCD、州政府及び郡政府のCLDC F/Pに対す
る予算が2009年から2011年にかけて毎年確保され、実行され
る。

CLDC F/Pおよび州予算書類
プロジェクト報告書
専門家、C/P

文献調査、インタビュー

投入

成果の達成度

どの程度成果３を達成しているか。
”ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための
CLDC F/Pおよびコミュニティ・グループの能力が向上する。"

どの程度成果４を達成しているか。
"ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための
NCDC、東セピック州政府の能力が向上する。"

プロジェクト目標達成度

どの程度プロジェクト目標を達成しているか。終了時までには達
成できる見込か。
"ICD政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を推進するために
必要な人材、組織、体制が強化される。"



指標1. CLDC F/PによってサポートされているCLDCの数が増
加する。

CLDC F/P報告書 文献調査、インタビュー

指標2. CLDC F/P がプロジェクト対象地域以外の州や郡で設立
される。

DFCD報告書 文献調査、インタビュー

実施プロセス

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

活動

プロジェクト活動は計画通り実施されたか。 プロジェクト活動進捗状況 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

技術移転
技術移転方法・アプローチは適切か。
技術移転の過程で問題は生じたか。

技術移転方法・アプローチ
専門家、C/Pの評価

進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

モニタリング
モニタリングはどのように行われているか。
モニタリングj結果がプロジェクト活動に反映しているか。

モニタリングの実施状況 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、

専門家とC/Pのコミュニケーションは良好か。 コミュニケーションの手段、頻度
計画変更への対応と信頼関係の醸成状況
C/Pの主体性、プロジェクト参加状況

専門家、C/P 質問票、インタビュー

JICA事務所、本部はプロジェクトを支援しているか。
JICA事務所、本部との関係は良好か。

コミュニケーションの手段、頻度、内容
計画変更への対応

専門家、C/P
JICA PNG事務所、JICA 本部

質問票、インタビュー

プロジェクトと他の関連機関、関係者、パイロット地区住民とのコ
ミュニケーションは良好か。

コミュニケーションの手段、頻度、内容
計画変更への対応

専門家、C/P
PNG関連組織

質問票、インタビュー

オーナーシップ
PNG側は活動に積極的に参加しているか。 活動参加のレベル（頻度、方法等） 進捗報告書

専門家、C/P
文献調査、質問票、インタ
ビュー

その他
実施プロセスに何らかの問題はあるか。 問題とその解決手段 進捗報告書

専門家、C/P
文献調査、質問票、インタ
ビュー

上位目標達成見込み
プロジェクト終了後数年以内に上位目標は達成させられる見込
みか。
"PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。"

コミュニケーション



評価5項目

1. 妥当性

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

プロジェクト目標と上位目標はPNGのニーズに整合しているか。 PNGにおけるコミュニティ開発の現状 関連文書
DFCD, 州政府

文献調査、質問票

プロジェクト目標と上位目標はターゲットグループ・被益者のニー
ズに整合しているか。

ターゲットグループ・被益者のニーズ 関連文書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクトはPNGの開発政策に整合しているか。 国家開発政策 関連政策文書
DFCD, 州政府

文献調査、インタビュー

プロジェクトは日本の対PNG援助方針に整合しているか。 日本の対PNG援助政策・方針、重点分野
JICAの対PNG協力方針、重点分野

日本外務省文書、JICA文書 文献調査

プロジェクトはPNGコミュニティ開発の問題に取り組むために適切
な戦略を持っているか（アプローチ、対象地区の適切性等）。

ＰＮＧと日本で蓄積されたノウハウの活用度
ＰＮＧの状況に応じた手段・方法論の適用度

進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

日本はコミュニティ開発分野への協力に優位性があるか。 類似分野へのJICA協力 JICA文書 文献調査

その他
プロジェクト開始後、プロジェクトを取り巻く環境（政治、経済、社
会情勢）に大きな変化が生じたか。

政治、経済、社会情勢に関する情報 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

2. 有効性

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

プロジェクト目標達成度
どの程度プロジェクト目標を達成しているか。終了時までには達
成できる見込か。

実績の「プロジェクト目標達成度」と同じ 実績の「プロジェクト目標達成度」と同じ 実績の「プロジェクト目標
達成度」と同じ

プロジェクト目標達成に特に貢献した要因は何か。 貢献要因 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクト目標達成を特に阻害した要因は何か。 阻害要因 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

５つの外部条件は確保されているか。もし確保されていないな
ら、どのような対策を取ったか。
"地方行政制度の変更（3層から2層へ）がプロジェクト活動に悪影
響を及ぼさない"、 "NCDCとESPAのプロジェクトへの関与が確
保、維持される"、 "カウンターパートスタッフの人事異動がプロ
ジェクト実施に大きな影響を与えない"、 "プロジェクト対象地域に
おいて自然災害や人的災害（部族抗争等）が発生しない"、 "国・
州・郡それぞれのレベルにおいてCLDC F/Pに対する予算配分
が現状を維持する"

外部条件の現況 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

ニーズ

優先度

適切性

因果関係



3. 効率性

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

PNGと日本の日本の投入の質、量、タイミングは適切であるか。 投入記録 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

機材は適切に使用されているか。 機材の状態と活用状況 専門家、C/P
機材の現況

文献調査、質問票、インタ
ビュー、実地調査

成果の実績
どの程度６つの成果を達成しているか。 実績の「成果の達成度」と同じ 実績の「成果の達成度」と同じ 実績の「成果の達成度」と

同じ

成果の達成のために、投入は活動と合わせ、適切であったか。 投入記録
活動進捗状況

進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

成果達成に特に貢献した要因は何か。 貢献要因 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

成果達成を特に阻害した要因は何か 阻害要因 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

4. インパクト

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

上位目標達成見込み
プロジェクト終了後数年以内に上位目標は達成させられる見込
みか。

実績の「上位目標達成見込み」と同じ 実績の「上位目標達成見込み」と同じ 実績の「上位目標達成見
込み」と同じ

因果関係

プロジェクト目標から上位目標への外部条件は確保される見込
みか。もし確保されないならどのように対応するか。
"ICD政策に記載されたコミュニティ開発の概念が変わらない。"

外部条件の現況 進捗報告書
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクト実施により、予期されていなかった何らかのプラスの
インパクトが生じたか。

事例 専門家、C/P 質問票、インタビュー

プロジェクト実施により、予期されていなかった何らかのマイナス
のインパクトが生じたか。

事例 専門家、C/P 質問票、インタビュー

5. 自立発展性

評価項目 評価設問 必要データ 情報源 データ入手手段

政策面
プロジェクト終了後もPNG政府のコミュニティ開発政策の方向性
は維持されるか。

PNG政府の政策と戦略方針 DFCD、州政府
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクト活動を維持・拡大するための制度的メカニズムは関
連組織（DFCD、州政府、郡政府等）に存在するか。

人事・組織計画、運営計画 DFCD、州政府、CLDC F/P
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

コミュニティ開発活動展開のための予算は十分に確保されるか。 コミュニティ開発予算 DFCD、州政府、CLDC F/P
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクト活動を維持・拡大するための技術的能力（技能、スキ
ル、ノウハウ）は関連組織（DFCD、州政府、郡政府等）に存在す
るか。

技術移転の達成レベル
プロジェクトが作成したガイドライン、マニュアル

進捗報告書、関連資料
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

プロジェクトで提供された機材は適切に使用、維持管理されてい
るか。
機材はプロジェクト終了後にも適切な計画と予算に基づき活用さ
れるか。

機材の現況と維持管理計画 進捗報告書、関連資料
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー

制度・財務面

技術面

投入の適切性

因果関係

インパクト



　　　　　パプアニューギニア国「総合コミュニティ開発プロジェクト」中間レビュー調査

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

0.1.1 プロジェクト開始からこれまでにおける担当分野の活動は計画通り順調でしたか？ 全く計画通り
ではなかっ
た

あまり計画
通りではな
かった

ほぼ計画通
り

計画通り

0.12 計画通りでなかった場合、その理由をお答えください。

0.2.1 担当分野のC/Pへの技術移転は適切に行なわれていますか。問題への対応策や改善方法がありま
したらお答えください。

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 対応策・改善策

0.2.2 プロジェクト活動を通じて、C/Pの意識・行動に変化が見られましたか？ 悪い変化が
あった

特に変化は
ない

良い変化が
あった

0.3.1 PNG側はプロジェクト運営全般にあたり、イニシアティブをとっていると思いますか？ 全くとってい
ない

あまりとって
いない

かなりとって
いる

非常にとっ
ている

説明

0.3.2 担当分野のC/Pはプロジェクトに積極的に参加していますか？ している していない

0.4.1 Ｃ/Ｐとのコミュニケーションは良好ですか？
改善したほうがよいとおもわれることがありましたら、ご説明ください。

全く良好でな
い

あまり良好
でない

ほぼ良好 大変良好 改善点

0.4.2 日本人専門家間でのコミュニケーションは良好ですか？
改善した方ががよいと思われる点がありましたら、ご説明下さい。

全く良好でな
い

あまり良好
でない

ほぼ良好 大変良好 改善点

0.5 日本側関係機関
とのコミュニケーショ
ンのあり方

0.5.1 JICA-PNG事務所、及びJICA本部とのコミュニケーションは良好ですか？
改善が望ましいと思われる点がありましたらお書きください。

全く良好でな
い

あまり良好
でない

ほぼ良好 大変良好 改善点

専門家氏名：

担当業務：

0.1 活動実施状況

0. 実施プロセス（IMPLEMENTATION PROCESS）

理由

変化内容
0.2 技術移転

0.4 プロジェクト内の
コミュニケーションの
あり方

0.3 PNG側のオー
ナーシップ、認識 説明
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　　　　　パプアニューギニア国「総合コミュニティ開発プロジェクト」中間レビュー調査

評価5項目

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

1.1必要性

1.1.1 プロジェクト目標・上位目標は、PNG国および、プロジェクトのターゲットグループの現時点でのニーズ
に合致していると思いますか？

全く合致して
いない

あまり合致し
ていない

ほぼ合致し
ている

大変合致し
ている

説明

1.2.1 本プロジェクトの協力内容（今後の計画も含む）は、PNG国のコミュニティー開発を推進するうえで適
切であると思いますか？

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 説明

1.2.2 本プロジェクトの協力内容は、日本の技術の優位性（ノウハウ・経験）を十分に生かしていると思いま
すか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 説明

1.3 その他
1.3.1 プロジェクト開始以来、プロジェクトを取り巻く環境（政治、経済、社会他）の変化について気がついた

ことがありましたら、記載してください

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

2.1.1 プロジェクト終了までに、プロジェクト目標「ICD政策に基づいた、持続的コミュニティ開発を推進するた
めに必要な人材、組織、体制が強化される」は達成されると思いますか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う

2.1.2 達成するのが困難と思われる場合、その理由は何ですか？

2.1.3 目標達成に特に貢献している要因があるとしたら、それは何ですか？

1. 妥当性　（RELEVANCE）- プロジェクトの実施計画は妥当であったか？

1.2 手段の適切性

理由・コメント

2. 有効性　（EFFECTIVENESS）　-　プロジェクトの実施により、期待される効果が発現したか？

コメント

内容

2.1 プロジェクト目標
の達成予測
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　　　　　パプアニューギニア国「総合コミュニティ開発プロジェクト」中間レビュー調査

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

3.1.1 ご自身の、本プロジェクトにおける専門家としての派遣期間・タイミング・専門分野・担当分野は適切
でしたか？

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切

3.1.2 プロジェクト全体として、日本側専門家の人数・専門分野・担当分野・派遣期間･タイミングは適切でし
たか？

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切

3.1,3 専門家派遣について、改善すべき点はありますか？

3.2.1 カウンターパート研修の参加者の人選・人数・研修分野・研修コースの内容やレベル・期間・タイミン
グは適切でしたか？

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切

3.2.2 カウンターパート研修に参加した研修員は、PNGに帰国後、研修で習得した知識や技術を職場で活
用、普及していますか？事例などありましたら記載してください。

全く活用して
いない

あまり活用し
ていない

ある程度活
用している

大変活用し
ている

活用、普及事例

3.2.3 カウンターパート研修に関し、改善すべき点がありますか？

3.3.1 機材の選定（種類や仕様、台数、価格）は適切でしたか？　適切ではなかった場合、どのように対処
しましたか？

全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 対処方法

3.3.2 機材の供与のタイミングは適切でしたか？適切ではなかった場合、どのように対処しましたか？ 全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 対処方法

3.3.3 供与された機材のうち、活用されていないものはありますか？その理由は何ですか？

3.4 運営費（日本側）
3.4.1 プロジェクト運営費（日本側）の額や支給のタイミングは適切でしたか？ 全く適切でな

い
あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 改善点

3.5.1 Ｃ/Ｐの人選・配置(人数、専門分野、立場、役割等）は適切でしたか？ 全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切

3.5.2 C/Pの人選、配置等に関して、改善が望ましいことはありますか？

3.6.1 プロジェクト事務所の施設環境はプロジェクト活動実施にとって良好ですか？ 全く良好でな
い

あまり良好
でない

ほぼ良好 大変良好 理由

3.6.2 PNG側から適切な機材が提供されましたか？ 全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由

3.7PNG側のプロジェ
クト運営費

3.7.1 プロジェクト運営費（PNG側）の額や支給のタイミングは適切でしたか？ 全く適切でな
い

あまり適切
でない

ほぼ適切 大変適切 理由

3.8.3 プロジェクトの運営管理体制は、プロジェクト活動推進のために効果的・効率的でしたか？ 全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由

3.8.4 プロジェクト運営管理体制について、改善すべき点があればお書きください。

3.1専門家の派遣

3.2 カウンターパート
研修

3.8 プロジェクト運営
管理体制

3.3 機材供与

3.6　PNG側の施設・
機材の配備

3.5　PNG側ＣPの配
置

3. 効率性（EFFICIENCY）　－プロジェクトは効率的に実施されたか？
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　　　　　パプアニューギニア国「総合コミュニティ開発プロジェクト」中間レビュー調査

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

4.1.1 上位目標「PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される」は、プロジェクト終了後数年以
内に実現すると思いますか？理由は何ですか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由

4.1.2 上位目標を達成するために特に重要な事項は何ですか？

4.2.1 プロジェクト実施による、想定されていなかったプラスのインパクトはありますか？

4.2.2 プロジェクト実施による、想定されていなかったマイナスのインパクトはありますか？

大質問 小質問 1 2 3 4 理由・コメント

5.1.1 コミュニティ開発に関するPNG政府の政策支援は、プロジェクト終了後も継続・拡大すると思います
か？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由・コメント

5.1.2 PNG側には、プロジェクト終了後も活動を継続・拡大するための組織能力（体制・人事・予算・施設機
材）があると思いますか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由・コメント

5.2.1 プロジェクトが作成・開発した（あるいは今後作成・開発する）パンフレット、マニュアル、ガイドライン等
は、プロジェクト終了後も継続して活用されていくと思いますか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由・コメント

5.2.2 担当分野に関し、C/Pが、移転された技術・知識を他の職員や関連機関の職員等に普及していくメカ
ニズムは形成されつつありますか？

全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由・コメント

5.2.3 プロジェクトで供与された機材を、PNG側は独自に維持管理できる技術レベルにありますか？ 全くそう思わ
ない

あまりそう思
わない

ほぼそう思う 大変そう思う 理由・コメント

その他、本プロジェクト全般に関して、ご意見・コメントなどありましたら、自由にお書きください。ご協力ありがとうございました。

4. インパクト　（IMPACT）　－プロジェクトによって上位目標達成が見込まれるか？波及効果はあったか？

5. 自立発展性（SUSTAINABILITY）ー　プロジェクトの効果は、プロジェクト終了後も継続・発展していくか？

5.1 政策面、組織面、
財政面

5.2　技術面

4.1　上位目標達成の
見込み

4.2 インパクト
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　　　　　　Mid-Term Review of the Integrated Community Development Project

Topics Questions 1 2 3 4 Reasons/comments
0.1.1 Have your Project activities/works made progress as planned so far? Very

much
To a fair
extent

Not so
much

Not at all

0.1.2 Are there any factors that have particularly contributed to implementation of the Project
activities?

0.1.3 Are there any factors that have particularly impeded implementation of the Project activities?

0.2.1 Have you found  the methods/approaches of technology transfer (transfer of
knowledge/knowhow/skills) from the Japanese Experts appropriate?  Please give the reason
of your answer.

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

0.2.2 Do you think that your communication with Japanese Experts has been good enough
through the Project?  Please give the reason of your answer.

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

Topics Questions 1 2 3 4 Reasons/comments

1.1 Needs
1.1.1 Do you think that the Project has been consistent with the needs of the beneficiaries, i.e.

PNG staff for community development and residents of  the community in the pilot site?
Please give the reason of your answer.

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

Topics Questions 1 2 3 4 Reasons/comments
2.1.1 Do you think that the Project Purpose will be achieved by the end of the Project?

(Project Purpose: "Human resources, organizational capacity and structures, which are
required for promoting sustainable community development based on ICD Policy, are
strengthened.")
Please give the reason of your answer.

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all

Why?

2.1.2 Do you think that your own capacity has been strengthened so far, to contributed to the
achievement of the Project Purpose?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

0.2. Relation with
Japanese experts
(Transfer of technology,
communication, etc

Name:

0. IMPLEMENTATION PROCESS

Task/Job Assignment in the Project：

0.1. Activities in general

Title：

2. EFFECTIVENESSー　Did the Project lead to the anticipated result?

1. RELEVANCE- Is the Project relevant as a solution of the issue?

5-criteria Evaluation Questions

2.1. Achievement of the
Project Purpose
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　　　　　　Mid-Term Review of the Integrated Community Development Project

Topics Questions 1 2 3 4 Reasons/comments
3.1.1 Do you think that your communication with Japanese Experts has been good enough

through the Project?
Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

3.1.2 Do you think that the Japanese Experts meet the needs of the Project in terms of expertise,
experience, duration of service, timing, etc?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

3.1.3 Do you think that  the methods/approaches of technology transfer (transfer of
knowledge/knowhow/skills) from the Japanese Experts appropriate?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

3.2.1 Did you participate in a counterpart training course in Japan? No Yes

3.2.2 (If you answered YES), did you find that  the training course was appropriate in upgrading
your capability?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?

3.2.3 (If you answered YES), do you apply the skills and knowledge that you learned in the training
course to the Project activities (or your work)?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
How?

3.2.4 (If you answered YES), do you disseminate the skills and knowledge that you learned in the
training course to your colleagues?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
How/why?

3.2.5 Do you have any suggestion for improvement of the counterpart training?

3.3.1 Was the selection of the equipment provided by Japan appropriate in terms of
specifications, numbers and types, etc?
If not, how did you solve the problem?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Measures taken

3.3.2 Is the equipment fully utilized?
If not, why? (specify the name of equipment)

No Yes

Topics Questions

4.1　Achievement of the
Overall Goal

4.1.1 Do you think that the Overall Goal will be achieved within a few years after the completion of
the Project?
(Overall Goal: Community development in PNG is promoted based on the Integrated
Community Development Policy.")

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all

Why?

4.2.1 Have you found any positive impact/side effect of the Project that was not fully anticipated at
the planning stage of the Project?

4.2.2 Have you found any negative impact/side effect of the Project that was not fully anticipated
at the planning stage of the Project?

Topics Questions 1 2 3 4 Reasons/comments
5.1.1 Do you think that the PNG side will be able to continue and expand Project

outcomes/activities without Japan's further cooperation, after the completion of the Project ? Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all

Why?.

5.1.2 Do you think that you will have enough knowledge/skills in your task/assignment by the end
of the Project, so that the activities will be properly conducted without Japanese Experts,
after the completion of the Project?

Very
much

To a fair
extent

Not so
much

Not at all
Why?.

5.1 Sustainability of
Project

Details

3.3 Provision of
equipment

3.2 Counterpart training

3. EFFICIENCY －Was the Project implemented efficiently?

5. SUSTAINABILITY ー　Is the achievement of the Project sustainable after the end of the Project?

Reasons/comments

4.2 Impacts

4. IMPACT －Will the Overall Goal be achieved? Are there any impacts?

3.1　Japanese Experts

[PAGE 2 of 3]



　　　　　　Mid-Term Review of the Integrated Community Development Project

Thank you for your cooperation.
If you have comments on this Project, please write here.
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The Mid-Term Review of the Integrated Community Development Project  

Questionnaire for the Project Manager / Chief Advisor 

 
Dear Sir/Madam, 
 
This is a questionnaire for the mid-term review of "the Integrated Community Development Project", 
which started in March 2009. As one and half years have passed since the inception of the Project, we are 
now conducting a review study of the various aspects of the Project implementation, based on JICA 
Evaluation Guideline. 
 
This questionnaire is expected to be responded by the representatives of the Project who are totally 
responsible for implementation of the Project, as their official views. Please provide answers in 
consultation with responsible persons/organizations for each item, either PNG staff or Japanese Experts, if 
appropriate. 
 
Thank you for your cooperation. JICA Mid-term Review Study Team 

 

 

 

1. Questions about Relevance 

1) If there are changes in policy on community development, either by the National or by 

Provincial Government, since the start of the Project, provide the outline of them. 

2)  If there are any other important changes of situation/environment surrounding the 

Project, elaborate them.  

 

2. Questions about Effectiveness 

1) If there are any factors which have been hindering or slowing down the Project 

implementation, explain about them with actions which have been taken. 

2) Provide information on current situation of “Objectively Verifiable Indicators” of 

“Project Purpose”, which are states in the PDM. 

 

3. Questions about Efficiency 

1) In general, is communication between Japanese Experts and PNG Counterpart 

Personnel (C/P) good and frequent enough? 

2) Is equipment provided by the Japanese side for the Project activities properly installed 

and fully utilized?  

3) Please illustrate the situation of job transfers and job turnover (leaving job) of the 

Project staff (counterpart personnel), with data, since the start of the Project 

4) Has the Joint Implementation Committee (JIC), of Port Moresby and East Sepik, been 

functioning properly?  If not, explain the detail. 
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5) Has the Joint Coordinating Committee (JCC) been functioning properly?  Elaborate 

the effects of JCC’s function (advices, direction, etc.) on the Project. 

6) Provide information on current situation of “Objectively Verifiable Indicators” of 

“Outputs”, which are states in the PDM. 

 

4. Questions about Impact 

1)  Have there been any impacts/side effects of the Project, either positive or negative, 

which were not directly expected at the planning stage of the Project?  Those impacts 

could be social, environmental, institutional, economical, political or technological. 

2) Provide information on current situation of “Objectively Verifiable Indicators” of 

“Overall Goal”, which are states in the PDM. 

 

5. Questions about Sustainability 

1) Please provide budget planning and expenditures for implementation of the Project 

since 2009. 

2) Please provide budget planning and expenditures for implementation of the ICD Policy 

since 2009. 

3)  Please illustrate the situation of job transfers and job turnover (leaving job) of the 

Project staff (counterpart personnel), with data, since the start of the Project 

 

  

 



プロジェクト・デザイン・マトリックス　改訂版

 Project Design Matrix (PDM)
 プロジェクトタイトル: 　総合コミュニティ開発プロジェクト

ターゲットグループ:　コミュニティ開発省（DFCD）、コミュニティ学習開発センター・フォーカルポイント(CLDC F/P)、首都圏庁（NCDC）、東セピック州政府（ESPA)

 プロジェクト実施期間: 　2009年3月から2012年3月まで(3年間)

要　約 指　標 入手手段 外部条件

上位目標：

PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 1. ICD政策の展開と区域のレベル。 関連書類、インタビュー

プロジェクト目標：

1. 国、州、郡それぞれのレベルにおいて、

プロジェクトに携わる主要な人材が、

ICD 政策への理解と関与を深めているこ

とを実際に示す。

インタビュー、質問票調査

2. プロジェクト対象地域において、CLDC
F/Pを通じて動員されるリソースが増加する。

CLDC F/Pレポート、インタビュー

3. DFCD、NDCD、ESPA及び郡政府がICD政
策に沿ったコミュニティ開発予算を確保し、執
行する。

予算書類、インタビュー

成果：

1. ICD政策実施のための組織・機能が強化される。 1.1 JIC会合が定期的に開催される。 会合記録

1.2 NICDAC、PICDAC、DICDACの会合が定期
的に開催される。

会合記録

 2. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

DFCDの能力が強化される。

2.1 PCMワークショップ・研修において講師を務

めたDFCDスタッフの数。

プロジェクト記録

2.2 DFCDによって開催されたPCMワークショッ
プ・研修の数。

プロジェクト記録

 3. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

CLDC F/Pおよびパイロット地区住民の能力が強化される。

3.1 パイロット地区住民の貢献度が高くなる。 CLDC F/Pレポート、インタビュー

 3.2 F/Pコーディネーターによってファシリテートさ

れたPCMワークショップの数。

CLDC F/Pレポート、インタビュー

3.3 開発リソースおよびコミュニティの情報

がCLDC F/Pに蓄積される。

CLDC F/Pレポート、インタビュー

4. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

NCDC、ESPAの能力が強化される。

4.1 PCMワークショップにおいてファシリテーター

を務めたNCDC/ESPAスタッフの数。

NCDC/ESPAレポート、インタビュー

ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を推進するために
必要な人材、組織、体制が強化される。

ICD政策に記載されたコミュニ
ティ開発の概念が変わらない。
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4.2 NCDC/ESPAがCLDC F/Pを通じてのコミュニ
ティへの支援を増す。

NCDC/ESPAレポート、インタビュー

5. ICD政策展開のプロセスが、パイロット活動の経験を統合するこ
とにより改善される。

5. パイロット活動対象地区の適正な選定プロセ
ス。

関連書類、資料

6. ICD政策とそのアプローチがステークホルダーに認識される。 6.1 広報資料の作成。 関連書類、成果物

6.2 ワークショップ、プレゼンテーション、広報資
料等の情報提供の機会。

レポート、インタビュー

6.3 パイロット地区住民および他のステークホル
ダーによるICD政策への協力のレベル。

レポート、インタビュー

活動： 日本側投入： PNG側投入：
1. ICD政策実施のための組織・機能が強化される。

1.1 合同実施委員会 (JIC)が、ICD展開プロセスをレビューし、問題
を明らかにする。

1.2 JICが、プロジェクト活動における DFCD、NCDC、 ESPAのそれ
ぞれの役割を明らかにする。

1.3 DFCD、NCDC、 ESPAが、プロジェクトの実施・モニタリング体制
確立の必要性を検討する。

1.4 JICが、他の省庁、政治家、NGO、市民組織、民間セクターとの
パートナーシップを構築するための措置を取る。

1.5 DFCDが、 CLDC F/P、NCDC、ESPAによるパイロット活動をモニ
タリング・評価するメカニズムを構築する。

2. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

DFCDの能力が強化される。

2.1 DFCDが、 ICD政策実施の観点から組織(DFCD)のSWOT分析
を行う。

2.2 DFCDが、研修ニーズ調査に基づき、職員を対象とする研修活
動を実施する。

2.3 DFCDが、CLDC F/Pコーディネーターおよび郡政府職員を対象
とする研修のマニュアルを作成する。

2.4 DFCDが、 1.5で構築されたメカニズムに基づいて、パイロット活
動の実施プロセスをモニタリング・評価する。

2.5 DFCDが、 ICD政策展開戦略を策定し、DFCDの通常業務に反
映させる。

2.6 DFCDが、 ICD政策展開に向けた組織構造に改善する。

(1) 専門家派遣

 1. 総括／コミュニティ開発

 2. 業務調整

 3. 組織管理／組織・制度開発

 4. 研修計画／管理

 5. PCM／パイロット活動計画

 6. モニタリング・評価

 7. その他の必要分野

(2) 機材

 オフィス機器等プロジェクト実施に必要な機

材

(3) 研修

 PNG側 カウンターパートスタッフの本邦、第
三国での研修（年間5名）

(1) カウンターパートスタッフの配置

(2) 土地、施設（事務所施設、電話）

(3) 運営、管理費用（旅費、宿泊費）

(4) 交通手段（車両）

(5) パイロット活動のためのインフラ整
備

前提条件：

DFCDと NCDC/ESPAの間で、

適切な合意書(MOA)が結ばれ
る。
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3. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

CLDC F/Pおよびパイロット地区住民の能力が強化される。

3.1 JICが、CLDC F/Pコーディネーターを対象に、 パイロット活動に

必要な参加型開発手法の研修およびOJTを実施する。

3.2 CLDC F/Pが、パイロット地区住民のICD政策に対する理解向上
に取り組む。

3.3 CLDC F/Pが、コミュニティ開発を支援するプログラムや組織に関
する情報を収集し普及させる。

3.4 CLDC F/Pが、コミュニティのプロファイル情報を収集し提供す
る

4. ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するための

NCDC、ESPAの能力が強化される。

4.1 NCDCとESPAが、 研修ニーズ調査に基づき、職員を対象とする
研修活動を実施する。

4.2 NCDCと ESPAが、コミュニティ開発を支援するプログラムに関す
る情報を収集し提供する。

4.3 NCDCとESPAが、 NCDC/ESPAにおけるコミュニティのプロファ
イル情報を収集し提供する。

4.4 NCDCとESPAが、ICD政策に沿ったコミュニティ開発戦略を策定
する。

5. ICD政策展開のプロセスが、パイロット活動の経験を統合するこ
とにより改善される。

5.1 JICとCLDC F/Pコーディネーターが、パイロット活動対象地区を
公平かつ公正に選定する。

5.2 JICとCLDC F/Pが、対象地区の現状を把握し分析する。

5.3 JICとCLDC F/Pが、住民によるパイロット活動計画策定をファシリ
テートする。

5.4 JICと CLDC F/Pが、 住民によるパイロット活動実施・管理をファ
シリテートする。

5.5 JICとCLDC F/Pが、対象地区住民の参加を得て、パイロット活動
のモニタリング・評価を実施する。

5.6 JICとCLDC F/Pが、パイロット活動の実施プロセスから、グッドプ
ラクティスと教訓を抽出する。

5.7 JICと CLDC F/Pが、5.1 から5.6の活動に基づいて、ICD政策展
開のためのガイドラインを作成する。

6. ICD政策とそのアプローチがステークホルダーに認識される。
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6.1 JICとCLDC F/Pが、 ニュースレター、パンフレット、映像資料等、

ICD政策についての各種広報資料を作成する。

6.2 JICとCLDC F/Pが、ガイドラインや広報資料を活用し、セミナー
やワークショップ等を開催することによって、一般の人々や関連
組織に対して ICD政策に関する情報を広く提供する。
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